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２．平成28年３月期通期連結業績予想値の修正（平成27年４月１日～平成28年３月31日） 

 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する 

当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

前回発表予想(Ａ) 
百万円 

42,000 

百万円

350

百万円

50

百万円 

20 

円 銭

0.92

今回実績値(Ｂ) 43,215 1,078 379 △94 △4.35

増減額(Ｂ－Ａ) 1,215 728 329 △114 － 

増減率(％) 2.9 208.1 659.9 － － 

(ご参考)前期実績 

(平成 27 年 3月期) 
39,778 867 981 346 15.94

 

（1）差異が生じた理由 

通期の予想につきましては、世界の自動車市場が拡大していることを背景とした拡販活動や為替

の影響等により、自動車アンテナ及び附帯機器の売上高が計画を上回ったため増加し、432億15百万

円となる見込みであります。 

利益面につきましては、生産の安定による物流費や品質コストの削減、徹底した購入部材のコス

トダウン、一般経費削減等により、売上原価率や販管費率の改善が計画を大幅に上回り、営業利益

は10億78百万円の見込みであります。 

経常利益は計画を上回る売上原価率、販管費率の改善による営業利益額の増加により、為替差損

の計上や生産移管に伴う人員の適正化を実施したことによる支払補償費を計上したにもかかわらず、

3億79百万円と前回予想を上回る見込みです。 

また、親会社株主に帰属する当期純損失は課税所得の増加等に伴う税金費用の増加もあり、94百

万円の見込みであります。 

 

（注）本資料に記載の予想値は、発表日現在入手可能な情報に基づき作成しております。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。 
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